
Ⅰ.　貸借対照表
（平成29年 2 月28日現在）

Ⅱ.　正味財産増減計算書
（平成28年 3 月 1 日から平成29年 2 月28日まで）

平成28年度　会計報告
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Ⅲ.　正味財産増減計算書内訳表
（平成28年 3 月 1 日から平成29年 2 月28日まで）
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Ⅳ.	 財務諸表に対する注記
1.	 継続事業の前提に関する注記

該当すべき事項はありません．

2.	 重要な会計方針
（1）固定資産の減価償却の方法

什器備品・無形固定資産・一括償却資産
定額法による減価償却を実施している．尚，一括償
却資産については税法上認められた減価償却方法に
よっている．
リース資産
リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定
額法によっている．

（2）引当金の計上基準
賞与引当金
翌期支払賞与の当期該当期間金額を計上している．
退職給与引当金
期末退職給与の要支給額に相当する金額を計上して
いる．

（3）消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税込方式によっている．

3.	 会計方針の変更
該当なし

4.	 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は，次のとお
りである．

5.	 基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源などの内訳は，次のとおりで
ある．

6.	 固定資産の取得価額，減価償却累計額及び当期末残高
（直接法により減価償却を行っている場合）
固定資産の取得価額，減価償却累計額及び当期末残高は，
次のとおりである．

7.	 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は，次の
とおりである．

8.	 関連当事者との取引の内容
該当なし

9.	 重要な後発事象
該当なし

10.	 その他
該当なし

Ⅴ.	 附属明細書
1.	 基本財産及び特定資産の明細
「財務諸表に対する注記」に記載しているため省略

2.	 引当金の明細
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Ⅵ.　財産目録
（平成29年 2 月28日現在）

Ⅶ.　監査報告
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